
地域密着型金融の取組状況について

（金融仲介機能の発揮状況）

令和３年３月
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お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮

外部専門家・外部機関等との連携による取組

■ 外部機関と連携したモニタリング会議の開催
・岩手県産業復興相談センター ２先

お取引先企業の経営改善や成長力の強化に向けた態勢整備に取り組んでいます。

■ 信用保証協会と連携した専門家派遣事業の実施
・1先

中小企業の経営支援に関する態勢整備状況

金融仲介機能のベンチマーク

■ 取引先の本業支援に関連する中小企業支援策の活用を支援した先数

２０２０年度 ２０１９年度

７ ５

（単位：社）

平成29年４月 税理士法人山田＆パートナーズ㈱と包括業務提携締結

一関商工会議所と「中小企業の経営支援に関する連携協定」締結

平成29年５月 国土交通省と「建設産業生産工場支援事業に関するパートナー協定」締結

平成29年６月 岩手県事業引継ぎ支援センターと「企業提携の斡旋に関する契約」締結

公益財団法人みやぎ産業復興機構と「企業提携の斡旋に関する契約」締結

平成29年７月 東京中小企業投資育成㈱と「業務提携に関する協定書」締結

㈱ローソンと「ビジネスマッチング契約」締結

㈱ファミリーマートと「ビジネスマッチング契約」締結

平成29年８月 ㈱セブンイレブンジャパンと「ビジネスマッチング契約」締結

平成29年12月 宮城県農業信用基金協会と「債務保証契約業務委託契約」締結

平成30年５月 TKC東北会と「中堅・中小企業の持続的成長支援に関する覚書」締結

平成30年10月 ㈱トランビと「ビジネスマッチング契約」締結

令和元年11月 ㈱ＴＭＣ経営支援センターとビジネスマッチング契約締結

令和２年４月 緊急コロナ対策「いちしんBizマッチング」取扱い開始

令和２年７月 一関商工会議所連携しＭ＆Ａ情報バンク「i(アイ)・マッチ」開設

令和２年９月
株式会社エフアンドエム及びリコージャパン株式会社とビジネスマッチング契約
締結

令和３年３月 登米中央商工会と「中小企業の経営支援に関する連携協定」締結

■ モニタリング資料等作成支援
・１先

■ モニタリング会議の実施による関係支援機関との情報共有
・10先

おもな取組
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お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮

ライフステージ等に対応した最適なソリューションの提案と支援への取組

創業・新事業開拓の支援

■ 当金庫が関与した創業、第二創業の件数

創業件数 第二創業件数

２０２０年度 21 0

２０１９年度 ３０ ２

■ 創業支援先数（支援内訳別）

創業計画の
策定支援

創業期の
取引先への融資

政府系金融機
関や創業支援
機関の紹介

ベンチャー企業
への助成金・融

資・投資

２０２０年度 18
プロパー 4

0 0
信用保証付 17

２０１９年度 ３２
プロパー １４

０ ０
信用保証付 １８

日常的な活動の中から創業・新事業開拓ニーズを捉え、計画書作成や補助金制度紹介などを行っています。

金融仲介機能のベンチマーク

（単位：件） （単位：社）

※保証協会付には信金中央金庫代理貸付を含みます。
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お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮

ライフステージ等に対応した最適なソリューションの提案と支援への取組

成長段階における支援

■ 販路開拓支援を行った先数（地元・地元外・海外別）

地 元 地元外 海 外

２０２０年度 13 11 0

２０１９年度 ０ ２６ ０

金融仲介機能のベンチマーク
◆（一社）東北地区信用金庫
協会主催「ビジネスマッチ
東北2021春」(令和3年３
月10日開催)
お取引先企業6社が出展しま
した。

◆コロナ禍で対面ビジネスが停滞するなか地域
事業者の本業支援を図るべく、城南信用金庫
「よい仕事おこしネットワーク」を活用した
全国への販路拡大等信用金庫のネットワーク
等を生かした非対面のビジネスマッチングの
取組を行いました。

（単位：社）

お取引先の更なる飛躍実現に向け、ビジネスマッチングによる新たな販路の獲得等の支援に取り組んでいます。

◆岩手県内での起業促進と起
業家育成を目的として産
学官金連携による企業支
援拠点として令和2年9月
に開設された「岩手イノ
ベーションベース」に参
画しました。

起業家支援の取組

出所：「岩手イノベーションベース」ホームページ
写真：大林製菓㈱「ふわmochi(もち)」



◆「中小企業の経営支援に関する連携協
定」に基づき、一関商工会議所内に設
置された中小企業支援室に当金庫の中
小企業診断士を経営支援アドバイザー
として派遣し、事業承継を中心とした
多岐にわたる経営面の課題に関して必
要なアドバイスを行っております。
令和２年度はＭ＆Ａ情報バンク「i(ア

イ)・マッチ」を開設し地域事業者間の
Ｍ＆Ａの促進を図り、実績として1件の
事業譲渡の成約となりました。
今後も地域の面的支援を目指し地域支

援機関等と積極的な連携をいたします。
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お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮

ライフステージ等に対応した最適なソリューションの提案と支援への取組

低迷期・再生期（経営改善、事業再生、事業承継等）の支援

■ 事業再生支援先におけるＤＥＳ・ＤＤＳ・債権放棄を行っ
た先数、及び、実施金額

先 数 実施金額

２０２０年度 0 0

２０１９年度 ０ ０

金融仲介機能のベンチマーク

（単位：社、億円）

■ 中小企業に対する経営人材・経営サポート人材・専門人材
の紹介数

紹介数

２０２０年度 8

２０１９年度 ５

（単位：人）

お取引先の課題解決に向けて、お取引先の立場に立った最適なご提案に努めています。

◆中小企業基盤整備機構と連携し外
部専門家による経営相談会を開
催し、取引先の経営課題解決に
資するアドバイスを行いました。

外部専門家を活用した顧客サポート

事業承継への取組
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お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮

事業価値の見極めと経営課題の発見・把握に向けた目利き能力の向上への取組

当金庫では、企業の事業内容や成長可能性・持続可能性を適切に評価（「事業性評価」といいま

す。）することで、担保・保証に必要以上に依存しない円滑な資金供給や、コンサルティング機能を

発揮し、地域企業や産業の成長支援に取り組んでいます。

◆決算書上では把握できない真の企業価値を見極め、動産や債権の動きを通じて商流を
把握するＡＢＬ（動産・売掛債権担保融資）をお取引先９先に対し取組み、うち1先は
商品在庫を担保とした取り組みを、岩手県信用保証協会と連携し行いました。

◆お取引先の本業支援や事業価値を見極める目利き能力の向上に向けた研修等を実践し、
コンサルティング機能発揮に向けた人材育成に継続して取り組んでいます。

■ 事業性評価に基づく融資を行っている与信先数及び融資残高

■ 上記計数の全与信先数及び当該与信先の融資残高に占める割合

先 数 融資残高

２０２０年度 ５４ ４６

２０１９年度 ８１ ５３

先 数 融資残高

２０２０年度 ３．６０％ ８．４４％

２０１９年度 ５．８％ １１．１％

金融仲介機能のベンチマーク

（単位：社、億円）
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地域の面的再生への積極的な参画

地域課題の解決に向けた取組

地元高校生の地元定着促進

高等学校・高等専門学校卒業後に地元就職を希望する地元高校生への
就学援助金を支給するとともに卒業後の就職を支援することにより、地
域の将来を担う若者の地元定着の促進を目的として、平成30年2月に給
付型奨学金制度「一般社団法人希望のまち基金」を設立いたしました。
設立後、これまで当金庫のほか一関市、平泉町、4法人４名の方から

趣旨にご賛同いただき、ご寄付（拠出）を頂戴しております。
第３回定時社員総会において、３期生となる奨学生を選考し、給付を

開始しております。

持続可能な社会の実現の向けて
岩手県内６信用金庫『ＳＤＧｓ共同宣言』

岩手県内の６信用金庫（一関信用金庫、盛岡信用金庫、宮古信用金庫、
北上信用金庫、花巻信用金庫、水沢信用金庫）は、令和2年６月１５日に
国連が提唱する「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の理念に賛同し、
「ＳＤＧｓ共同宣言」を公表いたしました。
今後も、ＳＤＧｓの理念のもと信用金庫の機能と役割を発揮し、地域

社会の繁栄に貢献することで持続可能な社会を実現するため、「経済」、
「社会」、「環境」の各分野で岩手県内６信用金庫が連携して取り組ん
でまいります。

出所：外務省ホームページ

2001年に策定されたミレニアム開発目標
（MDGs）の後継として，2015年9月の国連サ
ミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可
能な開発のための2030アジェンダ」に記載され
た，2030年までに持続可能でよりよい世界を目
指す国際目標です。17のゴール・169のターゲッ
トから構成され，地球上の「誰一人取り残さない
（leave no one behind）」ことを誓っています。
SDGsは発展途上国のみならず，先進国自身が取
り組むユニバーサル（普遍的）なものであり，日
本としても積極的に取り組んでいます。

ＳＤＧｓ（Sustainable Development 
Goals：持続可能な開発目標）とは？

地域の中小企業支援

地方の人口減少・高齢化問題が深刻化
するなか、地域経済の自立的で持続的な
発展に取り組みことを目的として、登米
中央商工会と令和３年３月31日に「中小
企業の経営支援に関する連携協定」を締
結いたしました。
地域に根差したネットワークを構築し、

情報・ノウハウを共有することでより効
果的・効率的な経営支援行ってまいりま
す。
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地域やお客様に対する積極的な情報発信

ホームページやディスクロージャー誌で「地域密着型金融」に関する取組状
況を公開をしています。

ホームページ ディスクロージャー誌


